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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １  当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

２  当社は、平成28年10月３日設立のため、平成27年度以前の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

３  当社は、平成28年10月３日に共同株式移転の方法により株式会社西日本シティ銀行（以下、「西日本シティ

銀行」という。）、株式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社を株式移転完全子会社とする株式移転完全

親会社として設立されました。 

    共同株式移転設立完全親会社である当社は、旧親会社で株式移転完全子会社となった西日本シティ銀行の四

半期連結財務諸表を引き継いで作成しております。従って当四半期連結会計期間（自  平成28年10月１日  

至  平成28年12月31日）は、当社設立後最初の四半期連結会計期間ですが、「第３四半期連結会計期間」とし

て記載しており、「第３四半期連結累計期間」には、西日本シティ銀行の第２四半期連結累計期間が含まれて

おります。 

４  第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連

結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。 

５  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

６  自己資本比率は、(四半期期末純資産の部合計－四半期期末非支配株主持分)を四半期期末資産の部の合計で

除して算出しております。 

７  信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載し

ております。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は西日本シティ銀行１社です。 

  

 

  
平成28年度第３四半期 

連結累計期間 

  
(自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日) 

経常収益 百万円 110,701 

うち信託報酬 百万円 ─ 

経常利益 百万円 31,562 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益 

百万円 21,765 

四半期包括利益 百万円 22,256 

純資産額 百万円 505,523 

総資産額 百万円 9,497,161 

１株当たり四半期純利益金額 円 139.30 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円 ─ 

自己資本比率 ％ 5.07 

信託財産額 百万円 ─ 
 

  
平成28年度第３四半期 

連結会計期間 

  
(自平成28年10月１日 
至平成28年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 円 36.05 
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２ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、連結子会社８社及び関連会社１社で構成され、銀行業務を中心

に金融サービスに係る事業を行っております。 

  

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。なお、事業の区分は「第４  経理の状況  １四半

期連結財務諸表  注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一であります。 

  

〔銀行業〕 

株式会社西日本シティ銀行の本店ほか国内支店、出張所等において、預金業務、貸出業務のほか、為替業務、有価

証券投資業務、投資信託・保険商品の窓口販売業務などを通じ、地域のお客さまに多様な金融商品・サービスを提供

しております。 

また、株式会社長崎銀行が銀行業務を行っております。 

〔その他〕 

銀行業のほか、金融関連業務を連結子会社６社及び関連会社１社で行っております。 

  

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

[事業系統図] 
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なお、当第３四半期連結会計期間末日現在における当社の関係会社の状況は、以下のとおりであります。 

  

(注) １  「主要な事業の内容」の欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。 

２  上記関係会社のうち、特定子会社に該当するのは株式会社西日本シティ銀行、株式会社長崎銀行及びNishi-

Nippon City Preferred Capital (Cayman) Limitedであります。 

３  上記関係会社のうち、有価証券報告書を提出している会社は株式会社西日本シティ銀行であります。 

４  「議決権の所有又は被所有割合」欄の(  )内は子会社による間接所有の割合(内書き)、[   ]内は、「自己

と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係にあることにより自己の意思と同一の内容の議決権

を行使すると認められる者」又は「自己の意思と同一の内容の議決権を行使することに同意している者」に

よる所有割合(外書き)であります。 

５  「当社との関係内容」の「役員の兼任等」欄の(  )内は、当社の役員(内書き)であります。 

  

 

名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の 
所有又は 
被所有 
割合(％) 

当社との関係内容 

役員の 
兼任等 
(人) 

資金援助 
営業上の 

取引 
設備の 
賃貸借 

業務 
提携 

(連結子会社) 
株式会社 
西日本シティ銀行 

福岡市 
博多区 

85,745 
(銀行業) 
銀行業 

100.0 
(9) 
12 

─ 
経営管理 
金銭貸借 
預金取引 

当社が建
物の一部
を賃借 

─ 

株式会社長崎銀行 
長崎県 
長崎市 

6,121 
(銀行業) 
銀行業 

100.0 
(1) 
3 

─ 経営管理 ─ ─ 

西日本信用保証 
株式会社 

福岡市 
博多区 

50 
(その他) 
信用保証業 

100.0 
(2) 
4 

─ 経営管理 ─ ─ 

Nishi-Nippon 
City Preferred  
Capital 
(Cayman) Limited 

英国領西
インド諸
島グラン
ドケイマ

ン 

18,000 
(その他) 
投融資業 

100.0 
(100.0)

2 ─ ─ ─ ─ 

九州債権回収 
株式会社 

福岡市 
博多区 

500 
(その他) 
債権管理回
収業 

85.0 
(3) 
4 

─ 経営管理 ─ ─ 

九州カード 
株式会社 

福岡市 
博多区 

100 

(その他) 
クレジット
カード業 
信用保証業 

82.1 
(2) 
4 

─ 経営管理 ─ ─ 

西日本シティＴＴ
証券株式会社 

福岡市 
博多区 

3,000 
(その他) 
金融商品取
引業 

60.0 
(1) 
2 

─ 経営管理 ─ ─ 

株式会社ＮＣＢリ
サーチ&コンサルテ
ィング 

福岡市 
博多区 

20 
(その他) 
調査研究業 
経営相談業 

50.0 
(10.0)
[26.2]

(4) 
6 

─ 経営管理 ─ ─ 

(持分法適用関連会
社) 
株式会社エヌ・テ
ィ・テ ィ・デ ー タ
ＮＣＢ 

福岡市 
博多区 

50 

(その他) 
情報システ
ムサービス
業 

30.0 
(30.0)

(1) 
1 

─ ─ ─ ─ 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項を記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避

及び発生した場合の適切な対応に努めてまいります 

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は、別段の記載のない限り、当四半期

連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 経営統合に関するリスク 

当初期待した経営統合効果を十分に発揮できないことにより、結果として当社グループの業績及び財政状態に悪

影響を及ぼす可能性があります。統合効果の十分な発揮を妨げる要因として以下のものが考えられますが、これら

に限定されるものではありません。 

・当社グループにおける業務面での協調体制の強化や経営資源の相互活用が奏功せず、シナジー効果が十分に発揮

できない場合。 

・経営統合に伴う経営インフラの整備・統合等により、想定外の追加費用が発生する場合。 

  

(2) 持株会社のリスク 

当社は銀行持株会社であるため、当社の収入の大部分を傘下の銀行子会社から受領する配当金に依存しておりま

す。一定の状況下で、様々な規制上または契約上の制限により、その金額が制限される場合があります。また、銀

行子会社が十分な利益を計上することができず、当社に対して配当を支払えない状況が生じた場合には、当社株主

に対する配当の支払いが不可能となる可能性があります。 

  

(3) 地域の経済の動向等に影響を受けるリスクについて 

当社グループは、福岡県を主要な営業基盤としており、地域別与信額においても福岡県は大きな割合を占めてお

ります。福岡県の経済情勢が悪化した場合、業容の拡大が図れないほか、信用リスクが増加する可能性がありま

す。また福岡県を中心とした大規模な自然災害が発生した場合、当社グループの資産の毀損による損害の発生及び

貸出先の経営状態が悪化する等、直接的又は間接的に当社グループの業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

(4) 信用リスクについて 

当社グループの主要なリスクの一つである貸出金に係る信用リスクについては、貸出先の信用力の悪化や担保価

値の大幅下落、その他予期せぬ問題等が発生した場合、想定外の償却や貸倒引当金の積み増し等で信用コストが増

加し、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

①  不良債権の状況 

当社グループは、企業再生支援やオフバランス化等により不良債権の縮減を進めておりますが、国内及び地

元経済の動向や不動産価格の下落、貸出先の業況悪化等によっては不良債権が増加し、当社グループの財政状

態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

②  貸倒引当金 

当社グループは、自己査定基準に基づき貸出先の資産査定を行い、債務者区分に応じて必要と認める額を貸

倒引当金として計上しておりますが、その前提となる担保・保証価値等の低下、特定の業種または貸出先に係

る経営環境の急激な悪化、経済情勢全般の悪化等により貸倒引当金の積み増しが発生する可能性があります。 

③  貸出先への対応 

当社グループは、貸出先に債務不履行等が生じた場合においても、回収の効率・実効性その他の観点から、

当社グループが債権者として有する法的な権利の総てを必ずしも行使しない場合がありえます。また、貸出先

に対して債権放棄または追加貸出や追加出資を行って支援することもありえます。この結果、当社グループの

信用コストが増加し、財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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④  権利行使の困難性 

当社グループは、不動産市場における流動性の欠如または価格の下落、有価証券価格の下落等の事情によ

り、担保権を設定した不動産や有価証券等の換金、もしくは貸出先の保有するこれらの資産に対する強制執行

等ができない可能性があります。 

⑤  担保価値下落に関するリスク 

当社グループは、与信供与にあたり必要に応じて不動産や有価証券等を担保に徴求しておりますが、景気の

悪化等によりこれらの担保価値が下落した場合、当社グループの信用コストが増加する可能性があります。 

  

(5) 市場リスクについて 

①  金利リスク 

当社グループの資産、負債は、主要業務である貸出金、有価証券及び預金で形成されており、主たる収益源

は資金運用と資金調達による利鞘収入であります。これら資金運用・調達の金額、期間にミスマッチが存在し

ている中で金利が変動することにより利鞘が縮小し、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

②  為替リスク 

当社グループは、外貨建取引による資産及び負債を保有しております。これらの外貨建の資産と負債の額が

通貨毎に同額で相殺されない場合、または適切にヘッジされていない場合には、為替相場の変動によって、当

社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③  価格変動リスク 

当社グループは、市場性のある株式、債券等の有価証券を保有しております。株式については株価の下落に

より減損または評価損が発生し、債券についても、金利が上昇した場合、保有する債券に評価損が発生し、当

社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。また財務上、リスク管理上その他の事由

により、たとえ下落した価格であっても、保有する有価証券を売却せざるを得なくなる可能性もあります。 

  

(6) 流動性リスクについて 

当社グループは、市場環境等の変化や財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなる場合や、通常より

高い金利での資金調達を余儀なくされる可能性があります。また、市場の混乱等により市場において取引ができな

いことや通常より著しく不利な価格での取引を余儀なくされる可能性があります。この結果、当社グループの財政

状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) オペレーショナル・リスクについて 

①  事務リスク 

当社グループは、幅広い金融業務において大量の事務処理を行っており、事務規程等の整備と遵守、本部に

よる事務指導、内部監査及び自店検査等による内部牽制、事務処理の集中化、システム化の推進を通して事務

処理水準の向上・堅確化を図っております。しかしながら、当社グループの役職員が正確な事務を怠る、ある

いは事故・不正等を起こすことにより重大な事務リスクが顕在化した場合、当社グループの財政状態及び業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

②  システムリスク 

当社グループは、高度に構築されたコンピュータ情報処理システムにより業務運営を行っております。当社

グループではシステムの安定稼動を最優先課題として、システム障害の未然防止、障害発生時の影響の極小化

とシステムの早期回復を図るため、コンピュータ機器・通信回線の二重化等の安全対策やバックアップ体制を

強化するとともに、情報の漏洩や不正使用を防止するため、安全管理に係る行内ルールを定め、厳格な情報管

理を徹底しております。しかしながら、コンピュータシステムの障害や不正使用が発生し、その障害等の程度

によってはこのような対策が有効に機能しない可能性があり、その場合には、当社グループの業務運営、財政

状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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③  法務リスク 

当社グループは、事業活動を行う上で、会社法、金融商品取引法、銀行法等の法令諸規制を受けるほか、各

種取引上の契約を締結しており、コンプライアンス体制の強化を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、法

令等遵守体制の充実・強化に取り組んでおります。しかしながら、役職員が法令諸規則や契約内容を遵守でき

なかった場合や、役職員による不正行為が行われた場合には、罰則費用や損害賠償等に伴う損失が発生し、当

社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

④  人的リスク 

当社グループは、日頃より有能な人材の確保や育成に努めております。しかしながら、十分な人材を確保・

育成できない場合には競争力や効率性が低下し、当社グループの業務運営、財政状態及び業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。また、人事運営上の不公平・不公正、差別的な行為等が行われた場合、または職場労働

環境に問題が生じた場合には、罰則費用や損害賠償等に伴う損失が発生し、当社グループの財政状態及び業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤  有形資産リスク 

当社グループは、店舗等の有形資産を保有しておりますが、自然災害、資産管理上の瑕疵、その他の事象の

結果、毀損あるいは劣化することにより業務運営に支障をきたす可能性があります。また、当社グループが保

有する有形固定資産等について、使用目的の変更、今後の地価の動向及び対象となる固定資産の収益状況等に

より、減損処理に伴う損失が発生する可能性があります。これら有形資産に係るリスクが顕在化した場合、当

社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥  風評リスク 

当社グループは、適正な情報開示を通してお客さま、株主等さまざまなステーク・ホルダーの正しい理解や

信頼を得ることに努めております。しかしながら、当社グループや金融業界に対するネガティブな報道や悪質

な風評等により、その内容の正確性にかかわらず、当社の株価や当社グループの財政状態及び業績に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(8) お客様情報の漏洩リスクについて 

当社グループは、多数のお客さまの情報を集積しており、その情報漏洩や不正使用を防止するため、安全対策に

関するルールを定め、厳格な情報管理を徹底しております。しかしながら、お客さまに関する情報の漏洩等が発生

した場合、損害賠償等に伴う直接的な損失や当社グループの信用低下等が生じ、当社グループの財政状態及び業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) リスク管理の方針及び手続きが有効に機能しないリスクについて 

当社グループは、独自のリスク管理の方針及び手続に則りリスク管理の強化に注力しております。しかしなが

ら、急速な業務展開に伴い、リスクを特定・管理するための方針及び手続が、必ずしも有効に機能するとは限りま

せん。また、当社グループのリスク管理手法は、過去の市場動向等に基づいている部分があることから、将来発生

するリスクを正確に予測できるとは限りません。 

  

(10)経営戦略に関するリスクについて 

当社グループにおいて策定した経営計画に基づき展開される経営戦略及び新規に立案した経営戦略が奏功しない

場合、当初想定した結果を得られない可能性があります。 

①  業務範囲拡大に伴うリスク 

銀行業界を取り巻く規制緩和の進展等に伴い、当社グループが伝統的な銀行業務以外の分野に業務範囲を拡

大する場合、新しくかつ複雑なリスクにさらされるほか、当該業務範囲の拡大が予想通り進展せず、当初想定

した結果を得られない可能性があります。 

②  競争激化に伴うリスク 

当社グループが主たる営業基盤とする福岡県は、地元競合他行やメガバンク、近隣他県の地域金融機関のほ

か、政府系金融機関や小売業等異業種からの参入行など、厳しい競争環境にあります。そうした環境下で西日

本シティ銀行が競争優位を得られない場合、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 
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③  他金融機関等との提携等に関するリスク 

当社グループが他の金融機関等との提携関係を構築していくなかで、西日本シティ銀行及び当該金融機関等

を取り巻く経済・経営環境に関する前提条件が予想を越えて変動すること等により、当該提携の効果を充分に

発揮できない可能性があります。 

  

(11)自己資本比率に関するリスクについて 

当社グループは、連結自己資本比率を平成18年金融庁告示第20号に定められる国内基準である４％以上に維持す

る必要があります。また当社の銀行子会社である西日本シティ銀行及び長崎銀行は、連結自己資本比率及び単体自

己資本比率を平成18年金融庁告示第19号に定められる国内基準である４％以上の水準を維持しなければなりませ

ん。 

自己資本比率がこの水準を下回った場合は、金融庁から業務の全部または一部の停止等を含む様々な命令を受け

ることになります。 

当社グループまたは銀行子会社の自己資本比率にマイナスに影響する主な要因は以下のとおりであります。 

・不良債権処理や貸出先の信用力低下等に伴う与信関係費用の増加 

・有価証券の減損処理 

・貸出金等リスクアセット額の増加 

・自己資本比率の基準及び算定方法の変更 

・繰延税金資産の取崩し 

・本項記載のその他の不利益な展開 

  

(12)退職給付債務に関するリスクについて 

当社グループの退職給付債務及び退職給付費用は、割引率や年金資産の期待運用収益率等、複数の前提・予測に

基づいて算出されておりますが、市場環境の急変等により実際の結果が前提・予測と異なる場合、または前提・予

測等が変更された場合、退職給付債務及び退職給付費用が変動する可能性があります。また、退職制度の改定を行

った場合にも、追加負担が発生する可能性があります。その結果、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

  

(13)外部格付けに関するリスクについて 

外部格付機関が当社の格付けを引き下げた場合、資本及び資金調達における条件の悪化、もしくは取引が制約さ

れる可能性があり、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(14)規制・会計制度等の変更リスクについて 

当社グループは、現時点の様々な法律、規制、政策、実務慣行、解釈、会計制度及び税制等に従って業務を遂行

しております。これらの法令等及びその解釈は将来変更される可能性があり、その変更内容によっては、当社グル

ープの業務運営、財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(15)金融犯罪に係るリスクについて 

キャッシュカードの偽造・盗難やいわゆる振り込め詐欺、インターネットバンキングを標的とした預金の不正な

払戻し等の金融犯罪が多発しておます。 

このような状況を踏まえ、当社グループは、金融犯罪による被害発生を未然に防止するため、セキュリティ強化

に向けた取組みを行っております。しかしながら、高度化する金融犯罪の発生により、被害にあわれたお客さまに

対する補償や、新たな未然防止策に係る費用等が必要となる場合には、経費負担が増加し、当社グループの財政状

態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(16)財務報告に係る内部統制の構築に関するリスクについて 

金融商品取引法及び関連諸法令の施行により、財務報告に係る内部統制を評価し、その結果を内部統制報告書に

おいて開示する必要があります。 

当社グループは、内部統制の有効性を確保するため適正な内部統制の構築、維持、運営に努めております。しか

しながら予期しない問題が発生した場合等において、財務報告に係る内部統制の有効性評価に一定の限定を付した

り、開示すべき重要な不備が存在すること等を余儀なく報告する可能性があります。この場合、当社グループの財

務報告の信頼性が低下し、当社グループの財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(17)災害等の発生により業務の継続に支障をきたすリスクについて 

当社グループは、地震や台風等の自然災害、犯罪等の人為的災害、停電等の技術的災害の発生による被害を被る

可能性があります。また、感染症の流行により、業務運営の全部または一部の継続に支障をきたし、当社グループ

の事業に重大な影響を及ぼす可能性があります。当社グループは、各種緊急事態を想定したコンティンジェンシー

プランを策定し、緊急時における体制整備を行っておりますが、被害の程度によっては、業務の一部が停止する

等、当社グループの業務運営、財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(18)その他 

当社グループは、これら以外にも様々なリスクがありうることを認識し、それらを可能な限り防止、分散あるい

は回避するよう努めております。しかしながら、政治経済情勢、法的規制及び大規模災害その他当社グループのコ

ントロールの及ばない事態の発生により、当社グループの業務運営、財政状態及び業績に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、当社の連結子会社である株式会社西日本シティ銀行、株式会社長崎銀行、西日本信用保証株式会社、九

州債権回収株式会社、九州カード株式会社、西日本シティＴＴ証券株式会社、株式会社ＮＣＢリサーチ＆コンサル

ティング及び持分法適用関連会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・データＮＣＢとの間で当社が各社に対して行

う経営管理について、平成28年10月３日付で「経営管理契約書」を締結しております。 
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。 

なお、当社は平成28年10月３日に設立されましたので、前第３四半期連結累計期間との対比については記載してお

りません。 

(1) 業績の状況 

当社は、平成28年10月３日に株式会社西日本シティ銀行、株式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社の共同

株式移転により設立されました。当社は、地域に根ざす総合金融グループとして、「地域経済へのさらなる貢献」

と「グループ企業価値の最大化」を目指してまいります。 

当第３四半期連結会計期間末における財政状態につきましては、総資産は９兆4,971億円となり、負債は８兆

9,916億円となりました。また、純資産は5,055億円となりました。 

主要勘定の期末残高につきましては、預金・譲渡性預金は８兆570億円、貸出金は６兆7,342億円、有価証券は１

兆7,217億円となりました。 

当第３四半期連結累計期間の損益状況につきましては、経常収益は1,107億１百万円、経常費用は791億39百万円

となりました。 

この結果、経常利益は315億62百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は217億65百万円となりまし

た。 

なお、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませんので、キャ

ッシュ・フローの状況の分析は記載しておりません。 

  

セグメントの業績は次の通りであります。 

① 銀行業 

株式会社西日本シティ銀行及び株式会社長崎銀行で構成される銀行業における経常収益は、1,093億22百万

円、セグメント利益は335億83百万円となりました。 

  

② その他 

その他における経常収益は134億84百万円、セグメント利益は43億28百万円となりました。 
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国内・国際業務部門別収支 

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は727億69百万円、役務取引等収支は158億83百万円、その他業務収支

は16億21百万円となりました。 

  

(注) １  「国内業務部門」は当社及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２  相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の取引に関する相殺額を記載しています。 

３  資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（当第３四半期連結累計期間０百万円）を控除して表示しておりま

す。 

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

資金運用収支 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 71,165 1,604 ― 72,769 

うち資金運用収益 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 74,443 3,202 52 77,593 

うち資金調達費用 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 3,278 1,597 52 4,823 

信託報酬 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

役務取引等収支 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 15,756 126 ― 15,883 

うち役務取引等 
  収益 

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 23,417 264 ― 23,682 

うち役務取引等 
  費用 

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 7,661 137 ― 7,798 

特定取引収支 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 785 ― ― 785 

うち特定取引収益 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 785 ― ― 785 

うち特定取引費用 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

その他業務収支 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 1,200 420 ― 1,621 

うちその他業務 
  収益 

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 1,217 1,036 52 2,201 

うちその他業務 
  費用 

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 16 616 52 580 
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国内・国際業務部門別役務取引の状況 

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は236億82百万円、役務取引等費用は77億98百万円となりました。 

この結果、役務取引等収支は158億83百万円となりました。 

(注)  「国内業務部門」は当社及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は連結子会社の外貨建取引でありま

す。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

  

国内・国際業務部門別特定取引の状況 

当第３四半期連結累計期間の特定取引損益は、７億85百万円の利益となりました。 

(注)  「国内業務部門」は連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は連結子会社の外貨建取引であります。ただ

し、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

役務取引等収益 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 23,417 264 23,682 

うち預金・貸出業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 9,872 ― 9,872 

うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 6,100 229 6,330 

うち信託関連業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 22 ― 22 

うち証券関連業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 3,713 ― 3,713 

うち代理業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 1,661 ― 1,661 

うち保護預り・ 
  貸金庫業務 

前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 349 ― 349 

うち保証業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 645 2 648 

役務取引等費用 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 7,661 137 7,798 

うち為替業務 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 1,365 17 1,383 
 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

特定取引収益 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 785 ― 785 

うち商品有価証券収益 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 785 ― 785 

特定取引費用 
前第３四半期連結累計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結累計期間 ― ― ― 
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国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○  預金の種類別残高(末残) 

(注) １  「国内業務部門」は連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は連結子会社の外貨建取引であります。ただ

し、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。 

２  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

３  定期性預金＝定期預金＋定期積金 

  

国内・海外別貸出金残高の状況 

○  業種別貸出状況(末残・構成比) 

  

（注)１  「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。 

２  「海外」とは、当社の海外連結子会社であります。 

  

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

該当事項はありません。 

  
  

 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 合計 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

預金合計 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 7,586,774 28,929 7,615,704 

うち流動性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 4,543,985 ― 4,543,985 

うち定期性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 3,022,963 ― 3,022,963 

うちその他 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 19,825 28,929 48,754 

譲渡性預金 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 441,357 ― 441,357 

総合計 
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― 

当第３四半期連結会計期間 8,028,132 28,929 8,057,062 
 

業種別 
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

国内 
(除く特別国際金融取引勘定分) 

― ― 6,734,235 100.00 

製造業 ― ― 348,932 5.18 

農業、林業 ― ― 23,627 0.35 

漁業 ― ― 8,781 0.13 

鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― 16,796 0.25 

建設業 ― ― 262,298 3.89 

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― 135,814 2.02 

情報通信業 ― ― 79,906 1.19 

運輸業，郵便業 ― ― 154,200 2.29 

卸売業，小売業 ― ― 701,797 10.42 

金融業，保険業 ― ― 161,966 2.40 

不動産業，物品賃貸業 ― ― 1,545,872 22.96 

その他各種サービス業 ― ― 883,759 13.12 

地方公共団体 ― ― 425,510 6.32 

その他 ― ― 1,984,975 29.48 

海外及び特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ― 

政府等 ― ― ― ― 

金融機関 ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

合計 ― ― 6,734,235 ― 
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(3) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(4) 従業員数 

当社は、平成28年10月3日に株式会社西日本シティ銀行、株式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社の共同株

式移転により設立されました。当第３四半期連結会計期間末における当社グループの従業員数は以下のとおりであ

ります。  

 平成28年12月31日現在 

（注) 従業員数は、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。 

  

 

セグメントの名称 銀行業 その他 
全社 

（共通） 
合計 

従業員数（人） 3,806 424 11 4,241 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注)  株式会社西日本シティ銀行、株式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社が、株式移転により共同で当社を

設立したことに伴う新株の発行であります。 

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載しておりません。また、当社は平成28年10月３日に共同株式移転の方法により株式会社西日本シティ銀行、株

式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社の完全親会社として設立され、直前の基準日である平成28年９月30

日現在の株主名簿が存在しないため、記載しておりません。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末

現在発行数（株） 
（平成28年12月31日） 

提出日現在 
発行数(株) 

（平成29年２月13日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 179,596,955 同    左 
東京証券取引所 
（市場第一部） 
福岡証券取引所 

単元株式数は100株
であります。 

計 179,596,955 同    左 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年10月３日 179,596 179,596 50,000 50,000 12,500 12,500 
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２ 【役員の状況】 

本四半期報告書提出日現在における役員の状況は、以下のとおりです。 

男性12名  女性１名  (役員のうち女性比率7.6％) 

  

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

(千株) 

取締役会長 
(代表取締役) 

  久保田  勇夫 昭和17年12月６日生 

昭和41年４月 大蔵省入省 

(注)４ 2 

平成７年６月 大蔵省関税局長 
同  ９年７月 国土庁長官官房長 
同  11年７月 国土事務次官 
同  12年９月 都市基盤整備公団副総裁 
同  14年７月 ローン・スター・ジャパン・ 

アクイジッションズ・LLC会長 
同  18年５月 株式会社西日本シティ銀行顧問 
同  18年６月 同  取締役頭取 
同  26年６月 同  取締役会長(現職) 
同  28年10月 当社取締役会長(現職) 

取締役社長 
(代表取締役) 

  谷川  浩道 昭和28年７月17日生 

昭和51年４月 大蔵省入省 

(注)４ 4 

平成17年６月 財務省横浜税関長 
同  20年７月 財務省大臣官房審議官 
同  20年10月 株式会社日本政策金融公庫常務取締役 
同  23年５月 株式会社西日本シティ銀行顧問 
同  23年６月 同  取締役専務執行役員 
同  25年６月 同  取締役副頭取 
同  26年６月 同  取締役頭取(現職) 
同  28年10月 当社取締役社長(現職) 

取締役副社長 
(代表取締役) 

監査部担当 礒山  誠二 昭和26年６月22日生 

昭和50年４月 株式会社西日本相互銀行 
(旧株式会社西日本銀行)入行 

(注)４ 4 

平成15年６月 同  理事博多支店長 
同  16年６月 同  取締役 
同  16年10月 株式会社西日本シティ銀行取締役 
同  19年６月 同  常務取締役 
同  21年６月 同  専務取締役 
同  23年６月 同  取締役専務執行役員 
同  25年６月 同  取締役副頭取 
同  28年10月 同  取締役副頭取監査部担当(現職) 
同  28年10月 当社取締役副社長監査部担当(現職) 

取締役 
執行役員 

グループ戦略

部担当 
川本  惣一 昭和32年９月19日生 

昭和55年４月 株式会社福岡相互銀行 
(旧株式会社福岡シティ銀行)入行 

(注)４ 1 

平成13年７月 同  北九州法人部長兼小倉支店長 
同  14年６月 同  執行役員北九州法人部長兼小倉支店

長 
同  15年７月 同  執行役員本店営業部長 
同  16年10月 株式会社西日本シティ銀行執行役員本店

営業部副営業部長兼福岡支店副支店
長 

同  17年２月 同  執行役員営業本部副本部長 
同  19年５月 同  執行役員営業推進部長 
同  20年５月 同  執行役員北九州地区本部副本部長兼

北九州営業部長兼小倉支店長 
同  20年６月 同  取締役 
同  22年６月 同  常務取締役 
同  23年６月 同  取締役常務執行役員 
同  24年６月 同  取締役専務執行役員 
同  26年６月 同  取締役副頭取 
同  28年６月 同  取締役副頭取北九州・山口代表、地

区本部統括、ＩＴ戦略部・事務統括
部担当(現職) 

同  28年10月 当社取締役執行役員グループ戦略部担当 
(現職) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

(千株) 

取締役 
執行役員 

経営企画部担

当 
髙田  聖大 昭和29年１月５日生 

昭和53年４月 株式会社西日本相互銀行 
(旧株式会社西日本銀行)入行 

(注)４ 6 

平成17年４月 株式会社西日本シティ銀行箱崎支店長 
同  18年６月 同  執行役員秘書部長 
同  19年６月 同  取締役 
同  22年６月 同  常務取締役 
同  23年６月 同  取締役常務執行役員 
同  24年６月 同  取締役専務執行役員 
同  28年６月 同  取締役副頭取広報文化部・秘書部・

人事部・総務部担当(現職) 
同  28年10月 当社取締役執行役員経営企画部担当 

(現職) 

取締役 
執行役員 

  入江  浩幸 昭和32年11月11日生 

昭和56年４月 株式会社西日本相互銀行 
(旧株式会社西日本銀行)入行 

(注)４ 4 

平成19年５月 株式会社西日本シティ銀行営業企画部長 
同  20年６月 同  執行役員営業企画部長 
同  21年10月 同  執行役員福岡地区本部副本部長兼本

店営業部長兼福岡支店長 
同  22年６月 同  取締役 
同  23年６月 同  取締役常務執行役員 
同  27年６月 同  取締役専務執行役員 
同  28年５月 同  取締役専務執行役員法人ソリューシ

ョン部・地域振興部担当(現職) 
同  28年10月 当社取締役執行役員(現職) 

取締役 
執行役員 

  廣田  眞弥 昭和33年11月30日生 

昭和56年４月 株式会社東京銀行 
(現 株式会社三菱東京UFJ銀行)入行 

(注)４ 0 

平成21年５月 同  監査部業務監査室上席調査役 
同  21年12月 株式会社西日本シティ銀行入行 
同  22年５月 同  国際部長 
同  23年６月 同  執行役員国際部長 
同  24年６月 同  常務執行役員国際部長 
同  25年６月 同  取締役常務執行役員 
同  26年５月 同  取締役常務執行役員市場証券部・資

金証券部・国際部担当(現職) 
同  28年10月 当社取締役執行役員(現職) 

取締役 
執行役員 

リスク管理部

担当、経営企

画部副担当 

村上  英之 昭和36年３月14日生 

昭和58年４月 株式会社西日本相互銀行 
(旧株式会社西日本銀行)入行 

(注)４ 3 

平成20年５月 株式会社西日本シティ銀行人事部長兼人
材開発室長 

同  22年６月 同  執行役員人事部長兼人材開発室長 
同  24年５月 同  執行役員総合企画部長 
同  24年６月 同  常務執行役員総合企画部長 
同  26年５月 同  常務執行役員総合企画部担当 
同  26年６月 同  取締役常務執行役員 
同  28年10月 同  取締役常務執行役員東京本部長、総

合企画部・経営管理部担当(現職) 
同  28年10月 当社取締役執行役員リスク管理部担当、

経営企画部副担当(現職) 

取締役 
執行役員 

  竹尾  祐幸 昭和33年９月19日生 

昭和58年４月 株式会社福岡相互銀行 
(旧株式会社福岡シティ銀行)入行 

(注)４ 2 

平成22年５月 株式会社西日本シティ銀行総務部長 
同  23年12月 同  執行役員総務部長 
同  25年４月 同  常務執行役員総務部長 
同  25年５月 同  常務執行役員本店営業部長兼福岡支

店長 
同  26年５月 同  常務執行役員本店営業部長兼福岡支

店長、地域振興部担当 
同  28年５月 同  常務執行役員融資統括部・融資部担

当 
同  28年６月 同  取締役常務執行役員融資統括部・融

資部担当(現職) 
同  28年10月 当社取締役執行役員(現職) 
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(注) １  所有株式数は、平成28年10月３日現在の所有状況に基づき記載しております。 

２  取締役  田中優次氏、奥村洋彦氏及び髙橋伸子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３  当社の監査等委員会の体制は次のとおりであります。 

    監査等委員 池田勝氏、監査等委員 田中優次氏、監査等委員 奥村洋彦氏、監査等委員 髙橋伸子氏 

４  監査等委員以外の取締役の任期は、当社の設立日である平成28年10月３日から、平成29年３月期に係る定時

株主総会の終結の時までであります。 

５  監査等委員である取締役の任期は、当社の設立日である平成28年10月３日から、平成30年３月期に係る定時

株主総会の終結の時までであります。 

６  当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項

に定める監査等委員である取締役の補欠取締役１名を選任しております。監査等委員である取締役の補欠取締

役の略歴は、以下のとおりであります。 
  

(注) 井野誠司氏は、監査等委員である取締役の池田勝氏の補欠取締役としております。 
  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 

(千株) 

取締役 
(監査等委員) 

(常勤) 
  池田    勝 昭和34年２月８日生 

昭和56年４月 株式会社西日本相互銀行 
(旧株式会社西日本銀行)入行 

(注)５ 0 

平成21年６月 株式会社西日本シティ銀行グループ統括
部長 

同  23年12月 同  執行役員グループ統括部長 
同  26年１月 同  執行役員秘書部長 
同  26年６月 同  常務執行役員秘書部長 
同  28年５月 同  常務執行役員秘書部担当 
同  28年６月 同  監査役 
同  28年10月 当社取締役(監査等委員)(現職) 

取締役 
(監査等委員) 

  田中  優次 昭和23年２月26日生 

昭和47年４月 西部瓦斯株式会社入社 

(注)５ ― 

平成14年６月 同  取締役 
同  17年６月 同  常務取締役 
同  19年６月 同  専務取締役 
同  20年４月 同  代表取締役社長 
同  22年６月 同  代表取締役社長 社長執行役員 
同  23年６月 株式会社西日本シティ銀行監査役 
同  25年４月 西部瓦斯株式会社代表取締役会長(現職) 
同  28年10月 当社取締役(監査等委員)(現職) 

取締役 
(監査等委員) 

  奥村  洋彦 昭和17年３月６日生 

昭和39年４月 日本銀行入行 

(注)５ ― 

同  47年１月 株式会社野村総合研究所入社 
平成元年６月 同  取締役 
同  ３年６月 同  研究理事 
同  ７年７月 学習院大学経済学部教授 
同  14年10月 学校法人学習院常務理事 
同  23年６月 株式会社西日本シティ銀行監査役 
同  24年４月 学習院大学名誉教授(現職) 
同  28年10月 当社取締役(監査等委員)(現職) 

取締役 
(監査等委員) 

  髙橋  伸子 昭和28年11月17日生 

昭和51年４月 株式会社主婦の友社入社 

(注)５ 1 

同  61年４月 フリーの生活経済ジャーナリストとして
独立（現在に至る） 

平成18年６月 株式会社東京証券取引所取締役 
同  19年６月 株式会社ベネッセコーポレーション 

(現  株式会社ベネッセホールディング
ス)監査役 

同  19年８月 株式会社東京証券取引所グループ 
(現  株式会社日本取引所グループ) 
取締役 

同  21年６月 株式会社日本政策金融公庫監査役(現職) 
同  27年３月 東燃ゼネラル石油株式会社監査役(現職) 
同  27年４月 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

取締役(現職) 
同  27年６月 株式会社西日本シティ銀行取締役 
同  28年10月 当社取締役(監査等委員)(現職) 

合計 30 

 

  氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

(千株) 

  
  

井野  誠司 昭和35年10月26日生 

昭和59年４月 株式会社福岡相互銀行 
(旧株式会社福岡シティ銀行)入行 

2 

平成23年５月 株式会社西日本シティ銀行総合企画部長 
同  24年５月 同  秘書部長 
同  26年１月 同  執行役員経営管理部長 
同  27年１月 同  常務執行役員経営管理部長 
同  27年５月 同  常務執行役員経営管理部担当 
同  27年６月 同  監査役 
同  28年10月 同  取締役(監査等委員)(現職) 
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(参考) 

当社は、執行役員制度を導入しております。執行役員(取締役を兼務する執行役員を除く)の状況は次のとおりであ

ります。 

  

  

 

役名及び職名 氏名 

執行役員 
(現 株式会社西日本シティ銀行  取締役専務執行役員) 

浦  山      茂 

執行役員 
(現 株式会社西日本シティ銀行  取締役常務執行役員) 

定  野  敏  彦 

執行役員 
(現 株式会社西日本シティ銀行  取締役常務執行役員) 

坂  口  淳  一 

執行役員 
(現 株式会社長崎銀行  取締役頭取) 

山  本  一  雄 

執行役員 
(現 九州カード株式会社  取締役社長) 

小  石  原  冽 

執行役員 
(現 西日本シティＴＴ証券株式会社  取締役社長) 

河  谷      充 

執行役員 
(現 株式会社ＮＣＢリサーチ＆コンサルティング  取締役社長) 

光  富      彰 

執行役員 
(現 九州債権回収株式会社  取締役社長) 

北  崎  道  治 

執行役員 
(現 西日本信用保証株式会社  取締役社長) 

川  上  知  昭 
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 

  

２  当社は、平成28年10月３日設立のため、前連結会計年度及び前第３四半期連結累計期間に係る記載はしておりませ

ん。 

  

３  当社は、平成28年10月３日に共同株式移転の方法により株式会社西日本シティ銀行（以下、「西日本シティ銀行」

という。）、株式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社を株式移転完全子会社とする株式移転完全親会社として

設立されました。 

共同株式移転設立完全親会社である当社は、旧親会社で株式移転完全子会社となった西日本シティ銀行の四半期連

結財務諸表を引き継いで作成しております。従って当四半期連結会計期間（自  平成28年10月１日  至  平成28年12

月31日）は、当社設立後最初の四半期連結会計期間ですが、「第３四半期連結会計期間」として記載しており、「第

３四半期連結累計期間」には、西日本シティ銀行の第２四半期連結累計期間が含まれております。 

  

４ 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成28年10月１日  至平

成28年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日  至平成28年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

  

  

 

                    (単位：百万円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部   

  現金預け金 824,237 

  コールローン及び買入手形 168 

  買入金銭債権 35,565 

  特定取引資産 1,368 

  金銭の信託 853 

  有価証券 1,721,774 

  貸出金 ※1  6,734,235 

  外国為替 9,149 

  その他資産 49,545 

  有形固定資産 118,223 

  無形固定資産 6,060 

  退職給付に係る資産 7,796 

  繰延税金資産 712 

  支払承諾見返 29,926 

  貸倒引当金 △41,838 

  投資損失引当金 △618 

  資産の部合計 9,497,161 

負債の部   

  預金 7,615,704 

  譲渡性預金 441,357 

  コールマネー及び売渡手形 29,462 

  売現先勘定 93,928 

  債券貸借取引受入担保金 38,369 

  借用金 623,937 

  外国為替 202 

  社債 30,000 

  その他負債 58,792 

  退職給付に係る負債 3,508 

  役員退職慰労引当金 237 

  睡眠預金払戻損失引当金 1,962 

  偶発損失引当金 1,537 

  特別法上の引当金 6 

  繰延税金負債 7,413 

  再評価に係る繰延税金負債 15,288 

  支払承諾 29,926 

  負債の部合計 8,991,637 
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                    (単位：百万円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

純資産の部   

  資本金 50,000 

  資本剰余金 141,868 

  利益剰余金 219,345 

  自己株式 △15,828 

  株主資本合計 395,386 

  その他有価証券評価差額金 61,042 

  繰延ヘッジ損益 △411 

  土地再評価差額金 30,399 

  退職給付に係る調整累計額 △4,811 

  その他の包括利益累計額合計 86,218 

  非支配株主持分 23,919 

  純資産の部合計 505,523 

負債及び純資産の部合計 9,497,161 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 

                    (単位：百万円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

経常収益 110,701 

  資金運用収益 77,593 

    （うち貸出金利息） 64,356 

    （うち有価証券利息配当金） 12,108 

  役務取引等収益 23,682 

  特定取引収益 785 

  その他業務収益 2,201 

  その他経常収益 ※1  6,438 

経常費用 79,139 

  資金調達費用 4,823 

    （うち預金利息） 2,813 

  役務取引等費用 7,798 

  その他業務費用 580 

  営業経費 63,195 

  その他経常費用 ※2  2,740 

経常利益 31,562 

特別利益 75 

  固定資産処分益 75 

特別損失 853 

  固定資産処分損 399 

  減損損失 451 

  その他の特別損失 2 

税金等調整前四半期純利益 30,784 

法人税等 8,203 

四半期純利益 22,580 

非支配株主に帰属する四半期純利益 815 

親会社株主に帰属する四半期純利益 21,765 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 

                    (単位：百万円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 22,580 

その他の包括利益 △324 

  その他有価証券評価差額金 △2,135 

  繰延ヘッジ損益 599 

  退職給付に係る調整額 1,211 

四半期包括利益 22,256 

（内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 21,415 

  非支配株主に係る四半期包括利益 840 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

  

(1) 連結の範囲の重要な変更 

当社設立に伴い、株式会社西日本シティ銀行（以下、「西日本シティ銀行」という。）、株式会社長崎銀行及

び西日本信用保証株式会社が完全子会社となり、また西日本シティ銀行から連結子会社の株式を直接取得したこ

とから、各連結子会社及び西日本シティ銀行の連結子会社を当第３四半期連結会計期間から連結の範囲に含めて

おります。この結果、変更後の連結子会社の数は８社となりました。  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

１  税金費用の処理 

当社及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより

算定しております。 

  

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号  平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。 

  
(四半期連結貸借対照表関係) 

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

※１  その他経常収益には、次のものを含んでおります。 

  

※２  その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

  

 

  
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 
  

破綻先債権額 2,000百万円   

延滞債権額 110,314百万円   

３ヵ月以上延滞債権額  1,415百万円   

貸出条件緩和債権額 35,470百万円   

合計額 149,200百万円   
 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

  
  
  

株式等売却益 4,493百万円   

償却債権取立益 208百万円   
 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

  
  
  

貸出金償却 826百万円   

貸倒引当金繰入額 16百万円   
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。 

  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

１  配当金支払額 

当社は、平成28年10月３日に共同株式移転により設立された共同持株会社であるため、配当金の支払額は以下

の完全子会社の定時株主総会又は取締役会において決議された金額であります。 

  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３  株主資本の金額の著しい変動 

(注)  平成28年10月３日に株式会社西日本シティ銀行、株式会社長崎銀行及び西日本信用保証株式会社の共同株式移

転により、当社が設立されたことによる変動です。 

  

 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

  
  
  

減価償却費 4,839百万円   

のれんの償却額 118百万円   
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月29日 
定時株主総会 

株式会社 
西日本シティ銀行 
普通株式 

2,747 3.50 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金 

平成28年11月８日 
取締役会 

株式会社 
西日本シティ銀行 
普通株式 

1,949 2.50 平成28年９月30日 平成28年12月９日 利益剰余金 

 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高(百万円) 85,745 90,531 207,138 △4,189 379,226 

当第３四半期連結会計期間末までの 
変動額(累計) 

          

  株式移転による変動 (注) △35,745 51,567   △15,821 ─ 

  剰余金の配当     △4,697   △4,697 

  親会社株主に帰属する四半期純利益(累計)     21,765   21,765 

  自己株式の取得       △1,020 △1,020 

  自己株式の処分   △2   6 4 

  自己株式の消却   △228 △4,968 5,196 ─ 

  土地再評価差額金の取崩     108   108 

当第３四半期連結会計期間末までの 
変動額(累計)合計 

△35,745 51,336 12,207 △11,638 16,159 

当第３四半期連結会計期間末残高(百万円) 50,000 141,868 219,345 △15,828 395,386 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間（自  平成28年４月１日  至  平成28年12月31日） 

報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：百万円) 

(注) １  一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務、クレジットカ

ード業務、金融商品取引業務等の金融関連業務を含んでおります。 

３  セグメント利益の調整額△6,349百万円は、主にセグメント間取引消去であります。 

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

(企業結合等関係) 

当第３四半期連結会計期間（自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日） 

  

（共通支配下の取引等）  

Ⅰ  取引の概要  

①  企業結合の法的形式  

共同株式移転による持株会社設立  

②  結合後企業の名称  

株式移転設立完全親会社  株式会社西日本フィナンシャルホールディングス  

③  結合当事企業の名称及び事業の内容  

株式移転完全子会社        株式会社西日本シティ銀行（銀行業）  

株式会社長崎銀行（銀行業）  

西日本信用保証株式会社（信用保証業）  

④  企業結合日  

平成28年10月3日  

⑤  その他取引の概要に関する事項  

当社は、グループ各社の特長・強みの発揮に向け、連携を一層強化し、将来の様々な環境変化やリスクに

適切に対応するために、持株会社体制へ移行し新たなグループ経営管理態勢を構築することを目的として、

設立されました。  

  
Ⅱ  実施した会計処理の概要  

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号（平成25年9月13日 企業会計基準委員会））に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。  

  
Ⅲ  株式の種類別の移転比率およびその算定方法ならびに交付した株式数  

①  株式の種類別の移転比率  

株式会社西日本シティ銀行の普通株式１株に対して当社の普通株式0.2株を、株式会社長崎銀行の普通株式

１株に対して当社の普通株式0.006株を、西日本信用保証株式会社の普通株式１株に対して当社の普通株式

18,000株をそれぞれ割当交付しました。  

②  株式移転比率の算定方法  

第三者算定機関であるみずほ証券株式会社から受領した株式移転比率算定書及びリーガル・アドバイザー

であるアンダーソン・毛利・友常法律事務所からの助言を踏まえ、慎重に協議を重ね、決定しました。  

③  交付した株式数  

179,596,955株  

  

 

  報告セグメント 
その他 合計 調整額 

四半期連結損益 
計算書計上額   銀行業 

経常収益           

外部顧客に対する 
経常収益 

102,260 8,441 110,701 ─ 110,701 

セグメント間の 
内部経常収益 

7,061 5,042 12,104 △12,104 ─ 

計 109,322 13,484 122,806 △12,104 110,701 

セグメント利益 33,583 4,328 37,911 △6,349 31,562 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎 

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

２  普通株式の期中平均株式数は、当社が平成28年10月３日に共同株式移転により設立された会社であるため、

会社設立前の平成28年４月１日から平成28年10月２日までの期間については、株式会社西日本シティ銀行の期

中平均株式数に株式移転比率を乗じた数値を用いて計算し、平成28年10月３日から平成28年12月31日までの期

間については、当社の期中平均株式数を用いて計算しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。  

  
  

 

    
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年12月31日) 

  
  
  

１株当たり四半期純利益金額 円 139.30   

(算定上の基礎)       

親会社株主に帰属する 
  四半期純利益 

百万円 21,765   

普通株主に帰属しない金額 百万円 ─   

普通株式に係る親会社株主に 
  帰属する四半期純利益 

百万円 21,765   

普通株式の期中平均株式数 千株 156,241   
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成29年２月10日

株式会社  西日本フィナンシャルホールディングス 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社西日本

フィナンシャルホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成28年10月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社西日本フィナンシャルホールディングス及び連結子会社

の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    森          行    一    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    根    津    昌    史    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    川    口    輝    朗    ㊞ 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成29年２月13日 

【会社名】 株式会社西日本フィナンシャルホールディングス 

【英訳名】 Nishi-Nippon Financial Holdings, Inc. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  谷  川  浩  道 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 福岡市博多区博多駅前三丁目１番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長  谷川浩道は、当社の第１期第３四半期（自  平成28年10月３日  至  平成28年12月31日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 
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